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久喜市公共施設個別施設計画一部見直しに伴う新旧対照表 

 

項 新 項 旧 

表紙 
令和●年●月改訂 

※ 未確定部分を暫定的に●で表記 
表紙  
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６.２ 第１期（令和 3（2021）年度～令和 11（2029）年度）の施設
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６.２ 第１期（令和 3（2021）年度～令和 11（2029）年度）の施設

 資 料 ４ 
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分類別保全計画                                107 

第７章 削減効果の検証                          113 

７.１ 施設総量の削減量                          113 

７.２ 将来更新費用の算定                          115 

第８章 計画の推進に向けて                          118 

８.１ 計画の推進体制                          118 

８.２ 劣化状況調査の実施と情報の一元管理           119 

８.３ 計画の進行管理と事業実施の流れ          119 

資料編                                     120 

分類別保全計画                                106 

第７章 削減効果の検証                          112 

７.１ 施設総量の削減量                          112 
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2 
（平成 28（2016）年 3月策定） 

（令和 4（2022）年 3月改訂） 
2 

（平成 28（2016）年 3月） 

 

3 副本部長：総合政策部長 3 副本部長：財政部長 

３６ 

本計画の策定および改訂にあたり、市民や有識者等からの意

見を広く取り入れることを目的に久喜市公共施設個別施設計画

検討委員会を設置し、必要な事項の検討を行いました。 

３６ 

本計画の策定にあたり、市民や有識者等からの意見を広く取り

入れることを目的に久喜市公共施設個別施設計画検討委員会を

設置し、必要な事項の検討を行いました。 

３６ 

 

選任区分 策定時 改訂時 

公募による市民 3 名 3 名 

市内各種団体を代表する者 5 名 ６名 

学識経験を有する者 2 名 １名 
 

３６ 

 

選任区分 人数 

公募による市民 3 名 

市内各種団体を代表する者 5 名 

学識経験を有する者 2 名 
 

39 ・少子化の進行を踏まえ、学校施設の統合等を検討 39 ・少子化の進行を踏まえ、学校施設の統廃合を検討 
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61 

新 1  （新）久喜市役所本庁舎（増築棟） 

欠番 

欠番 

新 7  （新）鷲宮複合施設（行政） 

新 9  （新）桜田複合施設（行政） 

新 10 （新）武道場 

新 11 （新）農業振興拠点（道の駅） 

新 12 （新）防災公園管理棟 

欠番 

転用 13 鷲宮中央コミュニティセンター 

転用 14 保健・子育て複合施設（保健センター） 

転用 14 保健・子育て複合施設（子育て支援） 

転用 15 （仮称）鷲宮義務教育学校 

61 

新 1  （新）久喜市役所本庁舎（新庁舎） 

新 4  （新）保健・子育て複合施設（保健センター） 

新 4  （新）保健・子育て複合施設（子育て支援） 

 

 

 

 

 

転用 2 栗橋子育て支援施設 

転用 13 鷲宮コミュニティセンター 

62 
◆市役所本庁舎を増築し、各地区に分散する行政本庁機能を１

施設に集約化する。 
62 

◆市役所新庁舎を建設し、各地区に分散する行政本庁機能を１

施設に集約化する。 

６３

～ 

（３）個別施設の方向性と取組み時期を修正  ※ 別紙資料１参照 

（４）施設総量の推移を修正  ※ 別紙資料３参照 

６3

～ 

 

6９ 

◆各地区に分散する保健センターを 1箇所に集約する。保健福

祉・子育て支援の拠点施設を市役所本庁舎を転用して整備し、

保健センターを移転する。 

◆久喜市休日夜間急患診療所は、民間活用による機能維持を基

本方針とする。 

68 

◆保健福祉・子育て支援の拠点施設を市役所新庁舎に併設して

建設し、各地区に分散する保健センターを１施設に集約する。 

◆久喜市休日夜間急患診療所は、複数の当番医での対応への

移行を基本方針とする。 

7２ ◆障がい者福祉施設は、建物の更新時期に利用状況等を勘案 71 ◆障がい者福祉施設は、民間譲渡を推進し、市としてのサービス
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し、方向性を検討する。 

◆養護老人ホームは、建物の更新時期に利用状況等を勘案し、

方向性を検討する。 

（障がい者福祉施設）方向性について検討 

（養護老人ホーム）方向性について検討 

提供を廃止する。 

◆養護老人ホームは、民間譲渡を推進し、市としてのサービス提

供を廃止する。 

（障がい者福祉施設）市としての施設保有を廃止 

（養護老人ホーム）市としての施設保有を廃止 

7５ 

◆幼稚園は、建物の更新時期に利用状況等を勘案し方向性を検

討する。 

◆民間譲渡を推進し、公立保育所としての総量を削減する。 

（幼稚園）各地区に 1箇所を目安 

（幼稚園）方向性について検討 

（保育所）市全域に２箇所を目安 

74 

◆民間譲渡を推進し、公立幼稚園・保育所としてのサービス提供

を廃止する。 

 

（幼稚園）各地区に 1施設を目安 

（幼稚園）市としての施設保有を廃止 

（保育所）市としての施設保有を廃止 

７８ ◆小学校の統合等に応じて適宜、配置の見直しを図る。 ７７ ◆小学校の統廃合に応じて適宜、配置の見直しを図る。 

8１ 

◆各地区に分散するファミリー・サポート・センターを 1箇所に集

約する。保健福祉・子育て支援の拠点施設を市役所本庁舎を転

用して整備し、ファミリー・サポート・センターを移転する。 

80 

◆保健福祉・子育て支援の拠点施設を市役所新庁舎に併設して

建設し、各地区に１箇所設置しているファミリー・サポート・センタ

ーを１箇所に集約する。 

８４ 

◆「久喜市立小・中学校の適正規模・適正配置に関する基本方

針」（平成 29年 1月策定・令和4年 8月改訂 久喜市教育委員

会）に基づき、小中学校の統合等を推進する。 

８３ 

◆「久喜市立小・中学校の適正規模・適正配置に関する基本方

針」（平成 29年 1月 久喜市教育委員会）に基づき、小中学校の

統廃合を推進する。 

9２ ◆市内各地に分散する体育館機能を１箇所に集約化する。 91 ◆市内各地に分散する体育館機能を１施設に集約化する。 

9７ 

◆集会所は、周辺他施設等との集約・複合化を推進し、市として

のサービス提供を廃止する。 

◆教育集会所は、１箇所に集約化する。 

（教育集会所）市全域に１箇所を目安 

96 

◆集会所は、地域団体等への譲渡を推進し、市としてのサービス

提供を廃止する。 

◆教育集会所は、周辺他施設等との集約・複合化を推進する。 

（教育集会所）各地区に１箇所を目安 
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10４ 

◆地元自治会と建物の方向性を協議・検討する。 

 

方向性について検討 

103 

◆地元自治会や利用団体等の合意の下に、施設の譲渡を推進す

る。 

市としての施設保有を廃止 

10６ 

なお、本計画は策定（改訂）時点での予定を示したものであり、

各施設における対策時期、対策費用はその時々の状況により変

更となる可能性があることから、本計画をその都度改訂すること

なく進捗管理を行うこととします。 

１０５ 

 

１０７

～ 
施設分類別保全計画を修正  ※ 別紙資料２参照 

１０６

～ 

 

１１3 

「施設分類別適正配置計画」を踏まえて配置の適正化を推進し

た場合、本計画の計画期間である第 1期満了（令和 11（2029）

年度）時点において、現有面積に対する 15.0％の削減が図られ

るとともに、第 4期満了（令和 37（2055）年度）時点では、同じ

く現有面積に対し、34.9％の削減が見込まれることとなります。 

第 4期満了時点における施設総量については、行政系施設、

放課後児童クラブ、学校教育系施設、市営住宅において、あるべ

き値に即した総量の削減が見込まれています。 

一方で、消防団器具置場、医療・保健施設、幼稚園・保育所、

図書館・資料館、スポーツ施設、産業系施設、市民文化系施設、

普通財産においても、あるべき値に基づく方向性の検討を進め、

計画期間内における一定量の削減が見込まれています。 

１１２ 

「施設分類別適正配置計画」を踏まえて配置の適正化を推進し

た場合、本計画の計画期間である第 1期満了（令和 11（2029）

年度）時点において、現有面積に対する１６.１％の削減が図られる

とともに、第 4期満了（令和 37（2055）年度）時点では、同じく

現有面積に対し、４０.６％の削減が見込まれることとなります。 

第 4期満了時点における施設総量については、行政系施設、

医療・保健施設、幼稚園・保育所、放課後児童クラブ、学校教育

系施設、図書館・資料館、市営住宅、普通財産において、あるべき

値に即した総量の削減が見込まれています。 

一方で、消防団器具置場、スポーツ施設、産業系施設、市民文

化系施設においても、あるべき値に基づく方向性の検討を進め、

計画期間内における一定量の削減が見込まれています。 

１１3 図７－１の数値を修正 １１２  

１１4 表７－１の数値を修正 １１３  
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１１5 

 

施設分類 適正配置計画にて「検討」と示される施設の試算上の条件 

共通 
・「検討」と示される全ての施設を①の周期に基づき更新する

ことを基本とする。 

放課後児童

クラブ 

・更新の際は、本計画 78 頁「（4）施設総量の推移」にお

ける各期の削減率に相当する面積を縮減した規模で更新

するものと仮定する。 

学校教育系

施設（小・

中学校） 

・更新の際は、本計画 87 頁「（4）施設総量の推移」にお

ける各期の削減率に相当する面積を縮減した規模で更新

するものと仮定する。 

 

 

１１４ 

 

施設分類 適正配置計画にて「検討」と示される施設の試算上の条件 

放課後児童

クラブ 

・「検討」と示される全ての施設を①の周期に基づき更新する

ことを基本とする。 

・更新の際は、本計画 78 頁「（4）施設総量の推移」にお

ける各期の削減率に相当する面積を縮減した規模で更新

するものと仮定する。 

学校教育系

施設（小・

中学校） 

・「検討」と示される全ての施設を①の周期に基づき更新する

ことを基本とする。 

・更新の際は、本計画 87 頁「（4）施設総量の推移」にお

ける各期の削減率に相当する面積を縮減した規模で更新

するものと仮定する。 
 

１１6 図７－２の数値を修正 １１５  

１１6 

現在保有する全ての建築物について、本計画に基づく配置の

適正化と建築物の長寿命化を実施した場合、今後 35年間の将

来更新費用の総額は約980.1 億円（年平均で約 28.0 億円）で

す。 

現在保有する全ての建築物を現有規模で更新し、（省略）、総

額約535.6 億円、年間約 15.3 億円の削減効果が見込まれる

こととなります。 

総合管理計画では、令和 37（2055）年度までの将来更新費

用を 20％削減するとの費用面の数値目標を掲げましたが、本計

画における公共建築物の将来更新費用は約35.3％の削減率と

なることから、本計画に基づく取り組みを進めた場合、削減目標

の達成が見込まれます。 

１１５ 

現在保有する全ての建築物について、本計画に基づく配置の

適正化と建築物の長寿命化を実施した場合、今後 35年間の将

来更新費用の総額は約９０２.9 億円（年平均で約 25.8 億円）で

す。 

現在保有する全ての建築物を現有規模で更新し、（省略）、総

額約612.8 億円、年間約 17.5 億円の削減効果が見込まれるこ

ととなります。 

総合管理計画では、令和 37（2055）年度までの将来更新費

用を 20％削減するとの費用面の数値目標を掲げましたが、本計

画における公共建築物の将来更新費用は約40.4％の削減率と

なることから、本計画に基づく取り組みを進めた場合、削減目標

の達成が見込まれます。 
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１１7 
本計画期間における第 1期の更新費用については、約 160.1 億

円（約 17.8 億円/年）との試算結果が得られました。 
１１６ 

本計画期間における第 1期の更新費用については、約２２６.２億

円（約２５.１億円/年）との試算結果が得られました。 

１１7 表７－２の数値を修正 １１６  

１１8 副本部長：総合政策部長 １１７ 副本部長：財政部長 

１29 

改正 令和 4年 12月 23日条例第32号 

総合政策部 

附 則(令和 4年 12月 23日条例第 32号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、令和5年 4月 1日から施行する。 

１２８ 

 

財政部 

130 （２）計画策定（令和２（2020）年度） １２９  

133 

（３）計画改訂（令和４（2022）年度～令和５（2023）年度） 

委員名簿を追加 

開催概要を追加 

※ 未確定部分を暫定的に●で表記 

  

134 諮問を追加   

１３5 
答申を追加 

※ 確定後、差し替え予定 

  

１４5 

新 1  （新）久喜市役所本庁舎（増築棟） 20,000㎡ 第 2期 

新 2  （新）栗橋市民プラザ（行政） ２０２８年 

新 2  （新）栗橋市民プラザ（図書室） ２０２８年 

新 2  （新）栗橋市民プラザ（コミュニティセンター） ２０２８年 

欠番 

新 5  （新）ごみ処理施設付帯施設 ２０２６年 

１４１ 

新 1  （新）久喜市役所本庁舎（新庁舎） 2３,000 ㎡ 第 1 期後期 

新 2  （新）栗橋市民プラザ（行政） ２０２４年 

新 2  （新）栗橋市民プラザ（図書室） ２０２４年 

新 2  （新）栗橋市民プラザ（コミュニティセンター） ２０２４年 

新 4  （新）保健・子育て複合施設 

新 5  （新）ごみ処理施設付帯施設 第 1 期後期 
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新7  （新）鷲宮複合施設（行政） ５00 ㎡ 第 4期 

新 8  （新）久喜文化ホール 第 2期 

新 9  （新）桜田複合施設（行政） 1,000㎡ ２０２４年 

新 9  （新）桜田複合施設（子育て支援） 1,200 ㎡ 

新 9  （新）桜田複合施設（コミュニティセンター） 900 ㎡ 

新 10 （新）武道場 3,000 ㎡ 第 2期 

新 11 （新）農業振興拠点（道の駅） 3,000㎡ ２０２９年 

新 12 （新）防災公園管理棟 1,200㎡ ２０２５年 

 

新 8  （新）久喜文化ホール 第 2期前期 

 

新 9  （新）桜田複合施設（子育て支援） 1,000 ㎡ 

新 9  （新）桜田複合施設（コミュニティセンター） 2,000 ㎡ 

１４6 
意見募集の実施概要を追加 

※ 未確定部分を暫定的に●で表記 
１４２ 

 

奥付 

令和●（２０２●）年●月改訂 

※ 未確定部分を暫定的に●で表記 

総合政策部 

奥付 

 

 

財政部 

 


